
日之影町移住支援金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 日之影町は、町内への移住・定住の促進及び中小企業等における人手不足の

解消に資するため、宮崎県と共同して行う宮崎県移住支援事業・マッチング支援事

業及び起業支援事業において、東京圏（東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県をい

う。以下同じ。）から本町に移住した者が、マッチング支援対象の求人を充足して

定着に至った場合又は起業支援金の交付決定を受けた場合等に、予算の範囲内にお

いて移住支援金を交付するものとし、その交付については、補助金等の交付に関す

る規則（昭和44年日之影町規則第５号）、宮崎県移住支援事業・マッチング支援事

業実施要領（令和元年７月19 日定め。以下、「県要領」という。）、法令等の定め

るところによるほか、この要綱に定めるところによるものとする。 

（交付対象者等） 

第２条 移住支援金の交付の対象となる者は、東京圏から本町に移住して就業又は起

業した者であって、県要領第５の１（１）①、⑥及び⑦に規定する要件（⑥に規定

する要件は、２人以上の世帯による申請の場合に限る。）を満たすもののうち、県

要領第５の１（１）②、③及び⑤のいずれかの要件を満たすものとする。 

２ 県要領第５の１（１）⑦に規定する要件とは、居住地の自治公民館組織に加入し

ていることをいう。 

（交付金額） 

第３条 移住支援金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるところ

による。 

（１）２人以上の世帯 １世帯当たり 100 万円 

（２）単身世帯 60 万円 

２ 18 歳未満の世帯員を帯同して移住する場合は18 歳未満の者一人につき100万円を

加算する。ただし、加算については一世帯あたり１人を上限とする。 

（交付申請） 

第４条 移住支援金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、日

之影町移住支援金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提

出しなければならない。 

（１）日之影町移住支援金の交付申請に関する誓約書（様式第２号） 

（２）個人情報の取扱いに関する同意書（様式第３号） 

（３）官公署等が発行した申請者本人の写真の表示のある身分証明書の写し 

（４）移住元の住民票の除票の写し又は戸籍の附票の写し（世帯全員分） 

（５）町の住民票の写し（世帯全員分） 



（６）移住元での通勤履歴が確認できる書類（企業等の就業証明書、開業届出済証明

書等） 

（７）就業証明書（様式第４号。就業した場合に限る。） 

（８）就業証明書（様式第５号。テレワークした場合に限る。） 

（９）起業支援金の交付決定通知書の写し（起業した場合に限る。） 

（交付決定の通知） 

第５条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査した上で移

住支援金の交付の可否を決定し、日之影町移住支援金交付決定（却下）通知書（様

式第６号）により申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第６条 規則第13条の規定による実績報告は、第４条に規定する書類の提出をもって

これに代えるものとする。 

（交付請求） 

第７条 第５条の規定により交付決定の通知を受けた者（以下「支援対象者」とい

う。）は、速やかに日之影町移住支援金交付請求書（様式第７号）を町長に提出し

なければならない。 

（支援金の交付） 

第８条 町長は、前条の規定により請求書の提出があったときは、移住支援金の交付

を行うものとする。 

（交付決定通知書の再交付） 

第９条 支援対象者が補助金の交付決定を受けた後、紛失等の理由により交付決定通

知書の再交付を必要とするときは、日之影町移住支援金交付決定通知書再交付願

（様式第８号。以下「再交付願」という。）を町長に提出しなければならない。 

（再交付決定及び通知） 

第10条 町長は、前条に規定する再交付願を受理したときは、その内容を審査し、適

当と認めたときは、速やかに日之影町移住支援金交付決定通知書［再交付］（様式

第９号）を支援対象者に交付する。 

（変更等の届出） 

第11条 支援対象者は、申請した内容に変更が生じたとき、又は県要領第５の１

（２）に規定する支援金の返還要件に該当するときは、変更等届出書（様式第10

号）により、速やかに、その旨を町長に届け出なければならない。 

（報告及び立入調査） 

第12条 宮崎県及び日之影町は、宮崎県移住支援事業が適切に実施されたかどうか等

を確認するため、必要があると認めるときは、宮崎県移住支援事業に関する報告及

び立入調査を求めることができる。 

（交付決定の取消し等） 



第13条 町長は、支援対象者が県要領第５の１（２）に規定する給付金の返還要件に

該当すると認めるときは、支援金の交付の決定を取り消すことができる。この場合

において、既に支援金が交付されているときは、支援対象者に対し、支援金の全額

又は半額の返還を請求するものとする。ただし、雇用企業、就業先の倒産、災害、

病気等のやむを得ない事情があるものとして宮崎県知事及び日之影町長が認めた場

合はこの限りではない。 

返還の要件 返還額 

虚偽の申請等をした場合 

全額 

移住支援金の申請日から３年未満に日之影町以外の市区町村に

転出した場合 

移住支援金の申請日から１年以内に移住支援金の要件を満たす

職（県要領第５の１（１）②に該当する就職に限る）を辞した場

合 

起業支援事業に係る交付決定を取り消された場合 

移住支援金の申請日から３年以上５年以内に日之影町以外の市

区町村に転出した場合 
半額 

（雑則） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、移住支援金の交付に必要な事項は、宮崎県と

日之影町が協議して定める。 

附則 

この告示は、公表の日から施行し、令和５年度予算に係る事業から適用する。 


